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 政府・与党、「環境税」導入を検討  
 

 

 

   

      

５ 製品開発・品質管理に伴う化学分析 

６ トータルサニテーション管理 

７ 微生物に関する試験・調査 

８ 依託試験・研究・開発 

１ 環境管理に伴う調査・測定・化学分析     

２ ビル管理に伴う水質検査･空気環境測定  

３ 水道法第 20 条に基づく水質検査 

４ 労働衛生管理に伴う作業環境測定 
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政府・与党は 8 日に、二酸化炭素などの地球温暖化につながる温室効果ガスの排出を抑制するた

めの新たな税制の検討に入る方針を固めました。 

 具体的には、揮発湯税といった道路特定財源などの一部を温暖化対策に転用することや、石油や

石炭などの化石燃料から発生する二酸化炭素の排出量などに応じて課税する「炭素税」の創設が検

討されています。 昨年、先進国に温室効果ガスの削減義務を課した「京都議定書」を批准したこと

を受けて、中央環境審査議会（環境相の諮問機関）の地球温暖化対策税制専門委員会は昨年 6 月に

発表した中間報告で、2005 年から 3年以内に「温暖化対策税」の導入を盛り込みました。 

 こうした動きを踏まえ、政府税制調査会は環境税導入に前向きな姿勢です。政府・与党は不況

下でも増税は避ける考えで、2004 年度税制改定で早期導入の必要性を打ち出す方針です。政府内

では、環境税の仕組みとして、石油精製業者らを対象に、石油製品に含まれる炭素含有量に応じて

課税する案などが出ています。 
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